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第1-1号様式
現地説明会参加申込書
令和　年　月　日
高山市長　　國島 芳明　様
　
「高山市ごみ処理施設建設工事入札説明書」　Ⅲ．２．(2)に規定される現地説明会への参加を申し込みます。
【連絡先】
	会社名
	

	所　属
	

	担当者名
	

	住　所
	

	電　話
	

	ファックス
	

	電子メール
	


【現地説明会の参加者】
	参加者１
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	

	参加者２
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	

	参加者３
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	


　備考　１．記入欄が不足する場合は、必要に応じ、記入欄を追加すること。
　　　　２．参加者の上限は設定しないが、過度な人数とならないようにすること。
【現地説明希望日時】　　　　　　　　　　　（※午前又は午後に○をつけること）
	希望日時1
	令和　　年　　月　　　日
	（　午　前　・　午　後　）

	希望日時2
	令和　　年　　月　　　日
	（　午　前　・　午　後　）

	希望日時3
	令和　　年　　月　　　日
	（　午　前　・　午　後　）


第2-1号様式
入札参加資格審査申請書兼入札参加表明書
令和　年　月　日
高山市長　　國島 芳明　様
	入札参加者
代表企業
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


公告のあった下記の総合評価一般競争入札に参加したいので、資格審査を申請します。
また、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実に相違ないことを誓約します。
記
　　　　　　　 ０４環建第５２号
１　件　名　　　高山市ごみ処理施設建設工事　
２　添付書類（入札参加資格の確認書類）
(1)　応募者の構成（第2-2号様式）
(2)　入札参加者の受注実績（第2-3-1号様式及び2-3-2号様式）
(3)　入札参加者の配置予定監理技術者（第2-4号様式）
(4)　入札参加資格を満たしていることの誓約書（第2-5号様式）
(5)　代表企業委任状（第2-6号様式）
(6)　入札参加資格要件確認書（第2-7-1号様式及び第2-7-2号様式、添付資料を含む）
(7)　共同企業体結成協定書（写）（共同企業体の場合のみ。国土交通省の共同企業体標準協定書に準じたもの。）
　　備考　印鑑は、本市の建設工事等の入札参加資格申請時に届け出た使用印鑑を押印すること。
第2-2号様式
応募者の構成（構成員及び協力企業一覧）
	代表企業　プラント設備の設計・建設を行う者

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者職氏名
	

	担当者
	氏名
	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	FAX
	

	
	電子ﾒｰﾙ
	


	〔　　　　　　　　　　　　　〕を行う者

	構成区分
	構成員　　・　　協力企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者職氏名
	

	担当者
	氏名
	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	FAX
	

	
	電子ﾒｰﾙ
	


	〔　　　　　　　　　　　　　〕を行う者

	構成区分
	構成員　　・　　協力企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者職氏名
	

	担当者
	氏名
	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	
	FAX
	

	
	電子ﾒｰﾙ
	


※　記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
※　他の業務と兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。
第2-3-1号様式
入札参加者の受注実績（プラント）
地方公共団体が発注するごみ焼却施設整備にかかる元請（共同企業体の場合は代表者に限る。）での受注実績等があること。ただし、aからcの要件は同一施設である必要はない。
下記abcに該当するものに〇を付すこと。
a ストーカ方式の一般廃棄物焼却施設の受注実績
b 地方自治体等が発注した施設規模が95ｔ/日以上かつ炉構成が2炉以上（主ボイラー・タービン式発電設備付）である施設について、平成14年4月（過去20年）以降の受注実績

c 地方自治体等が発注した施設規模が95ｔ/日以上かつ炉構成が2炉以上（主ボイラー・タービン式発電設備付）である施設について、10年以上の稼働実績
	実績を有する企業の商号又は名称
	

	施設名称
	

	施設所在地
	

	発注機関名
	

	業務期間
稼働期間
	　　　年　月　日から　　　年　月　日まで
　　　年　月　日から　　　年　月　日まで

	受注形態
	元請（単独）　・　共同企業体

	
	共　同
企業体
	名称：

	
	
	出資比率等：

	契約内容
	（入札説明書において示した応募参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。）


備考
１．上記の実績を有していることを証する書類（契約書写し等）を添付すること。
２．本様式１枚につき代表的な受注実績を１件のみを記載すること。
３．受注形態について、共同企業体で実績を有する場合は、名称及び出資比率等を記載すること。
第2-3-2号様式
入札参加者の受注実績（建築物）
本施設の建築物と同種又は類似の一般廃棄物処理施設に係る設計の実績を有すること。本施設の建築物と同種又は類似の建設工事（ごみピット等の地下構造物の施工実績を含む。）の施工実績を有すること。
下記abに該当するものに〇を付すこと。
a 建築物設計実績
b 建築物建設工事実績
	実績を有する企業の商号又は名称
	

	施設名称
	

	施設所在地
	

	発注機関名
	

	業務期間
	　　　年　月　日から　　　年　月　日まで

	受注形態
	　元請（単独）・　共同企業体　・　下　請

	
	共　同
企業体
	名称：

	
	
	出資比率等：

	契約内容
	（入札説明書において示した応募参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載すること。）


備考
１．上記の実績を有していることを証する書類（契約書写し等）を添付すること。
２．本様式１枚につき代表的な受注実績を１件のみを記載すること。
３．受注形態について、共同企業体で実績を有する場合は、名称及び出資比率等を記載すること。
第2-4号様式
入札参加者の配置予定監理技術者
〇プラント設備の設計・建設に関する専任技術者
	氏名
	

	所属会社名
	

	監理技術者資格者証
交付番号
	


備考　監理技術者資格者証の写し（両面）を添付すること。
監理技術者講習終了証または監理技術者講習終了証明書を添付すること。
入札参加者との雇用関係（入札参加資格申請書の提出日において3ヶ月以上）が確認できる健康保険被保険者証（写）等を添付すること。健康保険被保険者証の写しを取る際には、保険者番号及び被保険者等記号・番号を復元できないようマスキング（黒塗り等）を施すこと。
〇建築物の設計・建設に関する専任技術者
	氏名
	

	所属会社名
	

	監理技術者資格者証
交付番号
	


備考　監理技術者資格者証の写し（両面）を添付すること。
監理技術者講習終了証または監理技術者講習終了証明書を添付すること。
一級建築施工管理技士又はこれと同等の資格を有することを証する書面の写しを添付すること。
入札参加者との雇用関係（入札参加資格申請書の提出日において3ヶ月以上）が確認できる健康保険被保険者証（写）等を添付すること。健康保険被保険者証の写しを取る際には、保険者番号及び被保険者等記号・番号を復元できないようマスキング（黒塗り等）を施すこと。
第2-5号様式
入札参加資格を満たしていることの誓約書
令和　年　月　日
高山市長　　國島 芳明　様
私は、「高山市ごみ処理施設建設工事」への応募に際して、「高山市ごみ処理施設建設工事入札説明書」　Ⅲ．４．入札参加資格要件の各号を、資格審査申請書類の提出日である令和４年　　月　　日において満たしていることを誓約します。
	入札参加者
代表企業
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


	入札参加者
構成員
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


	入札参加者
協力企業
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


※　欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。
印鑑は、本市の建設工事等の入参加資格申請時に届け出た使用印鑑を押印すること。
第2-6号様式
代表企業委任状
令和  年　月　日
高山市長　　國島 芳明　様
	構成員又は
協力企業
※
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	〃
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名


私は、下記の代表企業代表者を代理人と定め、入札参加資格審査に関する提出書類の提出日から工事契約の締結日までの期間、「高山市ごみ処理施設建設工事」に係る高山市との契約について、次の権限を委任致します。
	代表企業
	所在地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名

	委任事項
	（１）入札参加資格審査申請に関する一切の権限
（２）入札書の提出に関する一切の権限
（３）入札辞退に関する一切の権限
（４）契約の締結に関する一切の権限
（５）代表者の復代理人の選任に関する一切の権限

	事業名
	高山市ごみ処理施設建設工事


第2-7-1号様式
令和　年　月　日
入札参加資格要件確認書（代表企業）
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	添付資料
	応募者
確認
	市
確認

	１．共通の参加資格要件
	
	

	①
	法人税の納税証明書（直近の事業年度）
（納税証明書その3の3「法人税」について未納税額のない証明）
	
	

	②
	法人事業税の納税証明書（直近の事業年度）（本店（委任する場合は受任先となる支店若しくは営業所等）所在地の納税証明書）
	
	

	③
	法人住民税の納税証明書（直近の事業年度）（本店（委任する場合は受任先となる支店若しくは営業所等）所在地の納税証明書）
	
	

	④
	消費税及び地方消費税の納税証明書（直近の事業年度）（納税証明書その3の3「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明）
	
	

	⑤
	資本的関係・人的関係がわかる資料
	
	

	２．参加資格要件
	
	

	①
	建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定による清掃施設工事に係る特定建設業の許可を受けており、同工事に係る経営事項審査結果の総合評定値が1,200点以上であることを証明する書類（公告時に有効な総合評定値通知書の写し等）
	
	

	②
	第2-4号様式
清掃施設工事について建設業法第26条に規定する監理技術者を専任で配置できること（有資格者は企業が直接かつ連続して３か月以上雇用している者であること）を証明する書類（配置予定者の監理技術者資格の免状の写し、健康保険被保険者証の写し等）
	
	

	③
	第2-3-1号様式
次の条件を全て満たす廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項又は第９条の３に規定する一般廃棄物処理施設（入札説明書Ⅲ４．（２）ウ（エ）ａに規定する処理方式に限る）に係る元請（共同企業体の場合は代表者に限る。）での受注の実績があることを証明する書類（受注実績を証明する契約書の写し又はパンフレットなどの施設の概要が分かる書類等）
1)　ストーカ方式の一般廃棄物焼却施設の受注実績
2)　地方自治体等が発注した施設規模が95ｔ/日以上かつ炉構成が2炉以上（主ボイラー・タービン式発電設備付）である施設について、平成14年4月（過去20年）以降の受注実績

3)　地方自治体等が発注した施設規模が95ｔ/日以上かつ炉構成が2炉以上（主ボイラー・タービン式発電設備付）である施設について、10年以上の稼働実績
	
	


※「1.共通の参加資格要件」の①から⑤の書類を提出できない者は、その理由を付した申立書及び定款、会社登記簿謄本（履歴事項全部証明書）を提出すること。

※各種税証明、登記簿等は、発行日から３か月以内に取得したものに限る。
※健康保険被保険者証の写しを取る際には、保険者番号及び被保険者等記号・番号を復元できないようマスキング（黒塗り等）を施すこと。
第2-7-2号様式
令和　年　月　日
入札参加資格要件確認書（建築物の設計・建設を行う者）
会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	添付資料
	応募者
確認
	市
確認

	１．共通の参加資格要件
	
	

	①
	法人税の納税証明書（直近の事業年度）
（納税証明書その3の3「法人税」について未納税額のない証明）
	
	

	②
	法人事業税の納税証明書（直近の事業年度）（本店（委任する場合は受任先となる支店若しくは営業所等）所在地の納税証明書）
	
	

	③
	法人住民税の納税証明書（直近の事業年度）（本店（委任する場合は受任先となる支店若しくは営業所等）所在地の納税証明書）
	
	

	④
	消費税及び地方消費税の納税証明書（直近の事業年度）（納税証明書その3の3「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明）
	
	

	⑤
	資本的関係・人的関係がわかる資料
	
	

	２．建築物の設計・建設を行う者の参加資格要件
	
	

	①
	建築物等の設計業務を実施する者は、建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所登録の登録がされた者であること（担当する有資格者は企業が直接かつ連続して３か月以上雇用している者であること）を証明する書類（許可証の写し）
	
	

	②
	第2-3-2号様式
建築物等の設計業務を実施する者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項又は第９条の３に規定する一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設）に係る設計の実績があることを証明する書類（受注実績を証明する契約書の写し又はパンフレットなどの施設の概要が分かる書類等）
	
	

	③
	建築物等の建設業務を実施する者は、建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第1項の規定による建築一式工事に係る特定建設業の許可を受けており、同工事に係る経営事項審査結果の総合評定値が1,000点以上（本市に本店を有する企業の場合は790点以上）であることを証明する書類（公告時に有効な総合評定値通知書の写し等）
	
	

	④
	第2-4号様式
建築物等の建設業務を実施する者は、建築一式工事について建設業法第26条に規定する監理技術者であって、一級建築施工管理技士の資格を有するものを専任で配置できること（有資格者は企業が直接かつ連続して３か月以上雇用している者であること）を証明する書類（配置予定者の監理技術者資格、一級建築施工管理技士資格の免状の写し、健康保険被保険者証の写し等）
	
	

	⑤
	第2-3-2号様式
建築物等の建設業務を実施する者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項又は第９条の３に規定する一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設）の建設（ごみピット等の地下構造物の施工実績を含む。）を担当した実績があることを証明する書類（受注実績を証明する契約書の写し又はパンフレットなどの施設の概要が分かる書類等）
	
	


※２．当該業務を行う者の参加資格要件については、設計業務を実施するもの、建設業務を実施するものにより、該当する部分のみ要件を確認できる書類を提出すること。
※該当しないものは応募者確認欄に「－」を記載すること。
※各社ごとに本様式を使用し提出すること。
※「1.共通の参加資格要件」の①から⑤の書類を提出できない者は、その理由を付した申立書及び定款、会社登記簿謄本（履歴事項全部証明書）を提出すること。

※各種税証明、登記簿等は、発行日から３か月以内に取得したものに限る。
※健康保険被保険者証の写しを取る際には、保険者番号及び被保険者等記号・番号を復元できないようマスキング（黒塗り等）を施すこと。

第2-8号様式
関連業者報告書兼誓約書
令和　　年　　月　　日
（あて先）高山市長
住所　
商号又は名称　
代表者職氏名　
印
「０４環建第５２号　高山市ごみ処理施設建設工事」に係る発注支援業務の受託者「株式会社環境技術センター」と資本若しくは人事面において下記のとおり報告します。なお、当報告書記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
□該当有り
	関連業者との関係
	資本との関連
株式
（総数に対する割合）
出資
（総額に対する割合）
	業者名
	株式総数
出資総額
	所有株数
出資額
	割合

	
	
	
	
	
	

	
	人事面の関連
役員の兼務状況
	業者名
	役職名

	
	
	
	

	
	その他
特別な提携関係
	業者名
	関係内容

	
	
	
	

	
	
	
	
	


□該当無し
第2-9号様式
入札参加者変更申請書
令和  年　月　日
高山市長　　國島 芳明　様
	入札参加者
代表企業
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


公告のあった下記の総合評価一般競争入札において入札参加資格の審査を通過しましたが、変更について申請します。
また、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実に相違ないことを誓約します。
記
０４環建第５２号
１　件　名　　　高山市ごみ処理施設建設工事　
２　入札参加資格を喪失した法人名及び当該法人が行う予定であった業務
	法人名
	

	予定業務
	


３　入札参加資格を喪失した法人に代わり当該業務を行う法人名
	法人名
	


４　添付書類（入札参加資格の確認書類）
(1)  入札参加資格を満たしていることの誓約書（第2-5号様式）
(2)  代表企業委任状（第2-6号様式）
(3)  入札参加資格要件確認書（第2-7-1号様式または第2-7-2号様式）（添付資料を含む）
備考　印鑑は、本市の建設工事等の入札参加資格申請時に届け出た使用印鑑を押印すること。
第3-1号様式
入札辞退届
高山市長　　國島 芳明　様
０４環建第５２号
件名　：　高山市ごみ処理施設建設工事
上記について、入札に参加する資格を得ましたが、次の理由により辞退します。
【理由】
	

	

	

	

	

	


令和　　年　　月　　日
	届 出 者
	
	

	入札参加者
	所　在　地
	

	代表企業
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


第3-2号様式
性能に関する誓約書
令和　　年　　月　　日

高山市長　　國島 芳明　様
	入札参加者
代表企業
	所　在　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


「０４環建第５２号　高山市ごみ処理施設建設工事」の入札説明書に基づき提出する技術提案書類は、発注仕様書に規定された性能水準を遵守し、性能水準と同等又はそれ以上の水準で実施することを誓約します。

また、入札書類の記載事項及び添付書類については事実と相違ないことを誓約します。
第3-3-1号様式
入札書
令和　　年　　月　　日
高山市長　　國島 芳明　様
	入札参加者
代表企業
	所　在　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印

	
	代理人名
	印


　入札説明書の関係書類を承諾のうえ、下記のとおり入札いたします。
０４環建第５２号
１　件名　　高山市ごみ処理施設建設工事
２　入札金額
	入札金額
	千
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考　１．入札金額は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額の110分の100に相当する金額を記載すること。
２．入札金額は、１枠に１字ずつアラビア数字で記載し、頭書に￥の記号を付記すること。
３．代理人による入札の場合は、代理人欄に記載すること。
４．本書は封筒に入れ、封筒の表面に「入札書」の文字及び工事名称（件名）、入札参加者の企業名を記載し、代表者印（または代理人印）で封印すること。
５．入札参加者又は代理人の印鑑は、本市の建設工事等の入札参加資格申請時に届け出た使用印鑑を押印すること。
第3-3-2号様式
委任状
令和　　年　　月　　日
高山市長　　國島 芳明　様
	入札参加者
代表企業
	所　在　地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


私は、次の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。
代理人
住所

氏名

記
高山市ごみ処理施設建設工事の入札に関する一切の権限
	代代 理 人
使使用印鑑

	


技術提案書類作成要領
(1) 作成にあたっての注意事項
・「技術提案書」とは、第3-4号様式「技術提案書」とそれに続く１）施設概要説明図書、２）設計仕様書及び３）非価格要素審査に係る技術提案（第3-4-1～3-4-35号様式）により構成される。
・技術提案書は、提示する様式を使用し、用紙のサイズは、特に指定がある場合を除き日本産業規格「Ａ４版」縦置き横書き左綴じで1冊にまとめて提出する。
・技術提案書の本文の文字サイズは10ポイント以上を基本とすること。ただし、図表に用いる文字はその限りではないが、読みやすい大きさとすること。
・文字、図表などへのカラー、モノクロ使用については規定しない。
・技術提案書作成時に、施設等の写真やイメージ図、画像等をインターネット等から引用する場合は、入札参加者の責任において使用することとし、引用元を明示すること。
・使用する言語は日本語、単位は計量法（平成4年法律第51号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。
・２）設計仕様書は、原則として発注仕様書の構成に沿って作成し、①設備別機器仕様書、②建築工事仕様書、③土木工事仕様書に該当する要素を漏れなく記載すること。
	提案内容が発注仕様書から変更のない場合
	発注仕様書の内容を変更せずに記載すること。

	提案内容が発注仕様書から変更のある場合（〔　　〕内に提案する仕様等を記入する場合を含む）
	変更箇所を朱書きで記入すること。
仕様書に記載されている仕様等を変更する場合には、理由を朱書きで記載すること。

	提案により不要となる機器、仕様等がある場合
	不要となる機器、仕様等に取り消し線を付し、朱書きにすること。
また、当該機器等が不要となる理由を朱書きで記載すること。

	提案により追加となる機器、仕様等がある場合
	追加で必要となる機器、仕様等を朱書きで記入すること。


・３）非価格要素審査に係る技術提案の作成に当たっては、下記（2）個別事項に示す内容を踏まえて作成すること。なお、記載する内容は、「提案に含める内容」のみに限定する必要はない。
・各様式の一部に記載漏れがあり適正な評価ができない場合や指定枚数を超えた場合は、当該項目の技術評価を「Ｅ評価」とする。
・指定した技術提案書以外に提出したい資料がある場合には、「その他資料」として技術提案書とは別冊とすること。
・技術提案書及びその他資料に係る電子データは、CD又はDVDとし、ラベルを記入して技術提案書には綴じ込まずに2部提出すること。
(2) 非価格要素審査に係る技術提案についての注意事項
・第3-4-1号様式～第3-4-35号様式に示した記載要領に沿って、できるだけ簡潔に記載すること。なお、各様式に記載する内容は、各様式の記載要領に示した内容に限定する必要はない。
・各様式にA3版・横2ページまでの添付資料を認めているため、有効に活用すること。
・指定されている別紙様式（Excel形式）について記入し、各様式の後ろに添付すること。
第3-4号様式
技術提案書
令和　　年　　月　　日
高山市長　　國島 芳明　様
	入札参加者
代表企業
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者職氏名
	印


令和４年５月16日付で入札公告がありました「高山市ごみ処理施設建設工事」の入札説明書Ⅲ　５．（１）で規定された「技術提案書」について、以下のとおり提出します。
１）施設概要説明図書
発注仕様書　第１章 第10節 ２  (1)施設概要説明書に示す①～⑬の図書
２）設計仕様書
発注仕様書　第１章 第10節 ２  (2)設計仕様書に示す①～③の図書
３）非価格要素審査に係る技術提案
第3-4-1号様式～第3-4-35様式
（別紙様式及び別添資料を含む）
備考　１）、２）については様式を定めない。
３）は指定様式を用い、記載要領に沿って作成すること。
非価格要素審査に係る技術提案の様式一覧
	様式
番号
	審査内容
	別紙
	注意事項

	3-4-1
	①-1
	自主規制値を遵守するためのプラントシステムの構築
	
	各審査内容
A4×1頁以内
添付資料がある場合はA3×2ページまで

	3-4-2
	①-2
	自主規制値遵守のための管理値と監視システム
	
	

	3-4-3
	①-3
	環境影響の低減
	
	

	3-4-4
	①-4
	各種制御システムの配備や最適な機器類の選定配置
	
	

	3-4-5
	①-5
	工事中の環境配慮
	
	

	3-4-6
	②-1
	エネルギー回収の工夫
	
	

	3-4-7
	②-2
	消費電力、買電量の低減
	○
	

	3-4-8
	②-3
	熱、電気の安定供給
	
	

	3-4-9
	②-4
	エネルギー活用提案
	
	

	3-4-10
	②-5
	脱炭素の取り組み
	○
	

	3-4-11
	③-1
	30年間の安定稼働
	
	

	3-4-12
	③-2
	適切な維持管理計画及び費用の低減の工夫
	○
	

	3-4-13
	③-3
	事故の防止、安全への配慮
	
	

	3-4-14
	③-4
	働く人の健康、働きやすさへの配慮
	
	

	3-4-15
	③-5
	不測の事態への対応
	
	

	3-4-16
	④-1
	見学者対応機能
	
	

	3-4-17
	④-2
	環境学習へのアクセス性、快適性
	
	

	3-4-18
	④-3
	効果的な環境学習のための設備等の提案
	
	

	3-4-19
	⑤-1
	避難所としての機能
	
	

	3-4-20
	⑤-2
	非常時の早期復旧
	
	

	3-4-21
	⑤-3
	災害廃棄物の処理機能
	
	

	3-4-22
	⑥-1
	優れた建築設計
	
	

	3-4-23
	⑥-2
	外観、デザイン
	
	

	3-4-24
	⑥-3
	内部のデザイン
	
	

	3-4-25
	⑥-4
	居室、通路等の適切な配置
	
	

	3-4-26
	⑦-1
	施設の配置計画及び動線計画
	
	

	3-4-27
	⑦-2
	デジタル技術の活用
	
	

	3-4-28
	⑦-3
	機器類及び消耗品の安定調達や薬品使用量の低減の工夫
	○
	

	3-4-29
	⑦-4
	人員配置、体制
	
	

	3-4-30
	⑧-1
	工事工程計画
	
	

	3-4-31
	⑧-2
	工事管理方法
	
	

	3-4-32
	⑧-3
	工法・仮設計画
	
	

	3-4-33
	⑧-4
	既存焼却施設等との連携
	
	

	3-4-34
	⑨-1
	地元企業との連携・活用
	○
	

	3-4-35
	⑨-2
	地域経済への貢献及び周辺地域への配慮
	
	


第3-4-1号様式
①-1　自主規制値を遵守するためのプラントシステムの構築
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
公害防止基準値（排ガス・騒音・振動・悪臭など）を確実に遵守しながら運転するためのプラントシステム基本的考え方について、説明すること。
また、その考え方について、他施設における実績、経験や計算等の根拠を、併せて記載すること。
なお、1炉運転時を含むものとする。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
施設稼働中（1炉運転時を含む）に排ガス・騒音・振動・悪臭などの公害防止基準値を確実に遵守しながら適正処理を行うためのプラントシステムの基本的考え方が適切であるか。また、経験及び明確な根拠に基づいた提案となっているか。



第3-4-2号様式
①-2　自主規制値遵守のための管理値と監視システム
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
自主規制値を超えることなく運転を行うために、運転員が指標とする管理値について適切な設定値を提案すること。また、自主規制値が守られていることをどのように監視し、その結果をどのように運転にフィードバックするかについて記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
自主規制値を超えることなく運転を行うために適切な管理値の設定の提案がなされているか。また、自主規制値が守られていることを監視し、運転にフィードバックするシステムの提案となっているか。



第3-4-3号様式
①-3　環境影響の低減
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
粉じん、振動、騒音、悪臭、害虫などのごみ処理に起因する環境影響要素について、これらを低減する具体的な仕組みを記述すること。また、それぞれについて、十分な効果が見込まれると判断される根拠を提示すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
ごみ処理に起因する環境への影響（粉じん、振動、騒音、悪臭、害虫など）を低減する工夫がプラントシステムに組み込まれているか。また、それぞれの工夫について十分な効果が見込まれる提案となっているか。



第3-4-4号様式
①-4　各種制御システムの配備や最適な機器類の選定配置
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
トラブルや事故を未然に防ぐための制御システムについて、簡潔に説明すること。信頼できる機器の選定、容量・能力・耐久性等に余裕を持たせるなど、設備・機器に関する具体的な工夫について記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
トラブルや事故を未然に防ぐ制御システムや信頼できる機器の選定、容量・能力・耐久性等に余裕を持たせるなど、周辺環境への影響を防ぐ信頼性の高い提案となっているか。



第3-4-5号様式
①-5　工事中の環境配慮
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
工事車両通行、工事車両排ガス・騒音・振動・悪臭・排水対策等の環境負荷対策など、建設工事中の環境影響要因について列挙し、周辺への環境に影響を及ぼさないための方策、工夫について記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
建設工事中にも、周辺への環境に影響を及ぼさない提案となっているか。
（工事車両通行、工事車両排ガス・騒音・振動・悪臭・排水対策等の環境負荷対策など）



第3-4-6号様式
②-1　エネルギー回収の工夫
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
国庫補助（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）を得るために必要なエネルギー回収率を明記し、このエネルギー回収率を確保するための仕組みと、確保できるとする根拠を簡潔に説明すること。
また、ごみ質・ごみ量の変動に対して、適切な蒸気供給及び発電を行うためのシステム上の工夫について、ボイラーの蒸気条件等を踏まえて記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
国庫補助（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）を得るために必要なエネルギー回収率が正しく確保されているか。また、ごみ質・ごみ量の変動に対応できる、適切な蒸気供給及び発電システム（ボイラーを含む）の提案となっているか。



第3-4-7号様式
②-2　消費電力、買電量の低減
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
電力の系統連系ができない現状を踏まえた上で、発電とその利用に関する基本的考え方を分かり易く説明すること。
発電量と場内消費量のバランスについて検討した結果を示すとともに、消費電力及び買電量の低減が図られたシステムであること、及びそれを実現する運転計画について記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に説明すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
なお、1炉運転時と2炉運転時の供給状況について、第3-4-7･8号様式 別紙（エクセル形式）に記載すること。
＜評価の視点＞
電力の系統連系ができない現状を踏まえた上で、システム及び運転計画について、発電量と場内消費量のバランスが十分に検討され、消費電力及び買電量の低減が図られた提案となっているか。



第3-4-8号様式
②-3　熱、電気の安定供給
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
老人福祉施設への蒸気の供給及び冬季のロードヒーティングについて、有効かつ安定的に熱を供給する仕組みと工夫、その効果について、簡潔に説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
なお、1炉運転時と2炉運転時の供給状況について、第3-4-7･8号様式 別紙（エクセル形式、前出）に記載すること。
＜評価の視点＞
一炉運転時の状況に配慮しつつ、周辺施設や融雪装置への熱供給や場内設備への電力供給が、有効かつ安定的、合理的に行われる提案となっているか。



第3-4-9号様式
②-4　エネルギー活用提案
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
電力の系統連系ができない現状を踏まえた上で、将来の蓄電池を活用した回収エネルギーの有効利用の方法を提案すること。実績やシステムのフロー図、数値的根拠、具体的な機器等の例示などにより、可能な範囲で具体的に記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
回収したエネルギーを有効に活用できるよう、将来の蓄電池の活用を視野に入れた有効な提案となっているか。



第3-4-10号様式
②-5　脱炭素の取り組み
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
温室効果ガスの排出量に係る数値情報（活動量等）について算出し、第3-4-10号様式 別紙（エクセル形式）に記載すること。
また、施設全体での省エネルギーを図り、脱炭素社会の実現に向けた先進的な環境性能を有する施設であることを簡潔に説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
エネルギー回収型廃棄物処理施設として、施設全体での省エネルギー、脱炭素が実現された、先進的な環境性能を有する提案となっているか。



第3-4-11号様式
③-1　30年間の安定稼働
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
建設するごみ処理施設は、竣工後30年以上に渡り供用する計画であり、この期間の安定稼働を実現した上で、ライフサイクルコストの低減が求められる。プラントのシステム、その他設備機器の設計上の観点から、長期間の安定稼働の実現の及びコスト低減のための工夫について説明すること。
可能なものについては、材質や機構に関する説明、実績の提示など、技術的根拠を記載すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
プラントシステムとして、ライフサイクルコストの低減を図りつつ、30年間の施設の稼働・安定処理を確実に実現する具体的な方策が盛り込まれた提案となっているか。



第3-4-12号様式
③-2　適切な維持管理計画及び費用の低減の工夫
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
定期点検・検査・補修及び更新等の維持管理計画について、簡潔に記述すること。
また、補修や更新の費用の低減のための工夫について記述すること。
その上で、施設供用後にかかる点検費、補修費、その他の費用を算出し、第3-4-12号様式 別紙（エクセル形式）に記載すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
定期的な点検・検査・補修及び更新などの維持管理計画が合理的、効率的なものとなっているか。また、補修や更新の費用の低減が十分考慮された提案となっているか。



第3-4-13号様式
③-3　事故の防止、安全への配慮
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
ヒューマンエラーによる事故や災害の防止機能について、その種類と防止機能（インターロックなど）の内容について整理し、記述すること。また、防止機能のうち、経験や実績に基づいたものについては、その経験、実績の内容を説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
ヒューマンエラーによる事故や災害の防止機能について適切かつ有効な手法が盛り込まれているか。また、それぞれの機能の必要性や有効性について、経験や実績に基づいた提案となっているか。



第3-4-14号様式
③-4　働く人の健康、働きやすさへの配慮
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
空調、換気、照度、作業用の空間の確保など、働く人の健康や快適性の観点から、設備や構造について配慮した事柄とその内容について説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
空調、換気、照度、作業用の空間の確保など、設備や構造が働く人の健康や快適性に十分配慮した提案となっているか。



第3-4-15号様式
③-5　不測の事態への対応
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
機器の故障などによるプラント停止等のトラブル発生時のサポート体制について、記述すること。
また、運転員等が速やかな復旧を行うためのチェックリストの整備等、事前に行うことができる具体的なサポートについて記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
機器の故障など不測の事態発生によるプラントの停止等、トラブル発生時の迅速なサポート体制の提案がなされているか。また、速やかな復旧を実現するためのチェックリストの整備等、有効かつ具体的な提案となっているか。



第3-4-16号様式
④-1　見学者対応機能
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
施設の役割やごみ処理の仕組み、エネルギーの有効活用等を学ぶための、施設の備える見学者対応機能及び工夫について、次の観点から記述すること。
・見学動線
・見学内容
・見学窓の配置
・見学者説明設備（表示、案内板等の設置など）
・その他工夫した点
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
施設の役割やごみ処理の仕組み、エネルギーの有効活用等を学ぶための見学動線、見学内容、見学窓の配置、見学者説明設備等について、適切な提案となっているか。



第3-4-17号様式
④-2　環境学習へのアクセス性、快適性
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
来訪者が見学用施設等に安全かつ容易にアクセスできる、市民に開かれた施設とするために行った工夫及び様々な年代の人が施設滞在中、快適に過ごせるために行った工夫について、次の観点から簡潔に記述すること。
・駐車場と施設との間の来訪者の安全な移動
・こども、障がいのある方、お年寄りその他配慮を要する人に対する配慮
・滞在、休憩場所の確保
・閉場の際の見学者の確認方法
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
来訪者が見学用施設等に安全かつ容易にアクセスできる、市民に開かれた施設となっているか。また、施設見学や環境学習での滞在中、様々な年代の人が快適に過ごせる工夫がなされた提案となっているか。



第3-4-18号様式
④-3　効果的な環境学習のための設備等の提案
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
様々な年代の人が繰返し訪れることを想定した上で、デジタル技術の活用等、視聴覚設備の工夫とその運用方法についての提案を記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
様々な年代の人が繰返し訪れることを想定し、デジタル技術の活用等、視聴覚設備とその運用について、効果的な提案となっているか。



第3-4-19号様式
⑤-1　避難所としての機能
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
災害発生時における避難場所としての機能性、備蓄品の貯蔵スペース確保等について、次の観点から記述すること。
・避難スペースとして使う場所と広さ
・備蓄スペースとして使う場所と広さ
・収容者の出入りの動線
・水、電気の供給
・寝台、プライバシー確保への配慮
・浴室開放時の動線等
・その他
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
災害発生時の避難場所としての機能性、備蓄品貯蔵スペースの確保等について十分考慮された提案となっているか。



第3-4-20号様式
⑤-2　非常時の早期復旧
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
地震等の災害による全停電時の、自立運転への移行の方法について、フロー図等を用いて簡潔に説明すること。
また、ライフライン遮断時を想定し、通常時からの薬品等の備蓄等の工夫について説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
地震等の災害による全停電及びライフライン遮断時のごみ処理の早期復旧について、自立運転への移行の方法、通常時からの薬品の備蓄等について十分考慮された提案となっているか。



第3-4-21号様式
⑤-3　災害廃棄物の処理機能
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
災害により発生した廃棄物の処理を行う場合を想定し、通常の処理と併行して災害廃棄物の処理を行うための工夫について説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
災害により発生した廃棄物の処理を行う場合を想定し、通常の処理と併行して災害廃棄物の処理を行うための、有効かつ適切な提案となっているか。



第3-4-22号様式
⑥-1　優れた建築設計
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
ごみ処理施設として長期間安全に稼働することを前提とした、建築設計上の配慮について、また、積雪や作業性等に関する配慮について、次の観点から記述すること。
・建築物の構造と耐久性
・建築物の維持管理の容易さ、コストの低減
・積雪への対応
・凍結対策
・採光
・換気
・作業性への配慮
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
ごみ処理施設として長期間安全に稼働することを前提として、建築物の構造、耐久性、維持管理性への配慮が適切になされているか。また、建築設計が積雪、凍結対策、採光、換気、作業性等に十分配慮された提案となっているか。



第3-4-23号様式
⑥-2　外観、デザイン
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
施設の外観について、施設西（道路からの入り口、現施設取り壊し後）、施設北面、上空からの俯瞰の3点について、パース図を示すこと。
その上で、形状、材質、仕上げ、色彩等について、周辺環境と調和したものとするために行った工夫を整理して記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。パース図はA3版、各1ページとする。
＜評価の視点＞
施設の外観について、形状、材質、仕上げ、色彩等が周辺環境と調和したものとなっているか。また、清潔感が感じられる提案となっているか。



第3-4-24号様式
⑥-3　内部のデザイン
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
施設の内部について、機能的なレイアウト、ユニバーサルデザイン及び維持管理性に配慮した内容について、項目及びその内容を整理して記述すること。
また、それぞれの配慮に対応する、代表的な箇所についてイメージ図を作成し、添付すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。イメージ図はA3版、2ページまでに収めること。
＜評価の視点＞
施設の内部について、機能的なレイアウト、ユニバーサルデザイン及び維持管理性に配慮した提案となっているか。



第3-4-25号様式
⑥-４　居室、通路等の適切な配置
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
居室と通路の配置が使いやすいよう配慮した内容について、整理して説明すること。
特に、見学者が立ち入る領域と事務系業務の領域、運転管理の領域との連絡と分離について、扉の集中管理やインターロック制御等を含めて、具体的に説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
居室と通路の配置が、使いやすい提案となっているか。また、見学者が立ち入る領域と事務系業務の領域、運転管理の領域とが、適切に連絡し、また適切に分離された提案となっているか。



第3-4-26号様式
⑦-1　施設の配置計画及び動線計画
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
搬入車両による渋滞発生を抑制し、利用者（ごみ・資源の搬入者、見学・来訪者）にとって安全でわかりやすい動線計画となっていることについて、配慮した点と実現方法について簡潔に説明すること。また、場内の各種施設（資源物ストックヤード、粗大ごみ処理ヤード、最終処分場）と円滑に連携できる施設配置、動線計画となっていることについても同様に説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
搬入車両による渋滞発生を抑制し、利用者（ごみ・資源の搬入者、見学・来訪者）にとって安全でわかりやすい動線計画となっているか。また、場内の各種施設との連携が円滑であり、現施設解体後の将来計画への対応等長期にわたる施設運営の継続に対して合理的な提案となっているか。



第3-4-27号様式
⑦-2　デジタル技術の活用
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
計量から料金徴収までの流れについて、フロー図等を用いて簡潔に説明すること。その上で、キャッシュレスへの対応、流れの迅速化に関して行った工夫について説明すること。
また、ごみ搬入量及び処理量を統計化しやすくする工夫について、説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
キャッシュレス社会に適合した計量システムにより、計量から料金徴収までの合理化・迅速化が図られた提案となっているか。また、デジタル技術の活用等により、ごみ搬入量及び処理量が統計化しやすい計量システムの提案となっているか。



第3-4-28号様式
⑦-3　機器類及び消耗品の安定調達や薬品使用量の低減の工夫
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
調達が容易で価格の安定している消耗品の選定、使用薬品量の低減及び焼却残渣量の低減について簡潔に説明すること。
また、排ガス処理等の使用薬剤について使用量を算出し、第3-4-28号様式 別紙（エクセル形式）に記載すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
調達が容易で価格や性能が安定している機器類及び消耗品を選定し、薬品使用量並びに焼却残渣量の低減が図られた提案となっているか。



第3-4-29号様式
⑦-4　人員配置、体制
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
運営は市の直営（及び委託）で行うことを踏まえ、安全で安定した稼働を継続するために必要な人数及び効率的な人員配置の提案について記述すること。
施設運営人員体制について第3-4-29号様式 別紙（エクセル形式）に記載すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
安全で安定した稼働を継続するための必要な人数の想定、効率的な人員配置が計画されているか。また、施設計画が人員配置と整合し、作業の効率性に配慮した提案となっているか。



第3-4-30号様式
⑧-1　工事工程計画
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
本事業の建設工事に係るリスクを想定し、リスク回避を含めた具体的方策について整理して記述すること。また、建設期間全体の概略工事工程表を示し、安全率を持って工期内に完成させるための工程計画のポイントについて説明すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
建設工事に係るリスクを想定し、具体的かつ実効性の高い工事工程計画により、安全率を持った工期内の完成が見込まれる提案となっているか。



第3-4-31号様式
⑧-2　工事管理方法
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
工事管理の次に示す項目について、工事の品質向上等に資するポイントと実施計画の概要について簡潔に記述すること。
・工程管理
・材料管理
・安全管理
・品質管理
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
工事管理（工程管理、材料管理、安全管理、品質管理）の方法について、工事の品質向上等に資する提案となっているか。



第3-4-32号様式
⑧-3　工法・仮設計画
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
建設・土木の施工上、安全を確保した上で、高い品質の工事を工期内に完成させるための効果的な工法や仮設計画等に関する工夫について、記述すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
効率的な工法の採用や仮設計画等により、安全性が確保され、高い品質の工事が工期内に完成できる提案となっているか。



第3-4-33号様式
⑧-4　既存焼却施設等との連携
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
工事中、施設内のごみ処理が安全に継続され、完成後、新施設に切り替わり、施設内のごみ処理が適正かつ安全に行うための計画の概要を記述すること。また、次の項目について、計画及び工夫について記述すること。
・焼却処理（試運転を含む）の切り替えの時期と処理停止期間
・処理停止期間の短縮の工夫
・その他
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
工事中、施設内のごみ処理が安全に継続され、完成後、新施設に切り替わり、施設内のごみ処理が適正かつ安全に行われるような工事計画となっているか。



第3-4-34号様式
⑨-1　地元企業との連携・活用
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
地元企業との連携・活用方法に関する応募者の基本的考え方及び方策について、簡潔に記述すること。
また、地元企業への工事発注の種類及び見込み金額、用役・資材調達等の種類及び見込み金額、その他の地元との連携について、第3-4-34号様式 別紙（エクセル形式）に記載すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
第3-4-34号様式 別紙への記載に関する留意点
※1 地元企業は、高山市内に本社または本店（建設業法に規定する主たる営業所を含む。）を有する企業とする。

※2 発注見込み金額の計上対象は、建設工事実施時に、地元企業への工事発注、地元企業からの用役・資材調達、その他の地元との連携について、契約書の写し等により履行確認を行うことができるものとする。ただし、商社行為に伴う発注金額は下記のいずれの場合であっても計上できないものとする。
※3 計上できる見込み金額は二次下請けまでとする。ただし、二重計上は不可とし、一次下請け、二次下請けがともに地元企業である場合は、一次下請けへの発注金額のみを計上する。
※4 上記※3に関わらず、地元企業が共同企業体（甲型JV）の構成企業である場合は、計上できる見込み金額は一次下請けまでとする。この場合、構成企業（地元企業）については出資比率に応じた金額を計上し、一次下請けについては以下の算定式による金額を計上する。
一次下請けの計上金額＝一次下請けへの発注額×｛100%－（「構成企業（地元企業）」の出資比率）※5｝
※5 甲型JVの構成企業のうち、地元企業が複数の場合には、出資比率の合計とする。
本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
地元企業との連携・活用（工事発注、用役・資材調達等の種類、金額）について、具体的かつ有効な提案となっているか。



第3-4-35号様式
⑨-2　地域経済への貢献及び周辺地域への配慮
	記載要領　※提案書作成にあたり本記載要領は消去して下さい。
地域経済発展に資する地元企業からの資材、人材、技術等の調達や工事中の周辺地域への配慮などに関する提案があれば、その種類と内容、期待される効果について、簡潔に記載すること。
必要に応じて図表等を用いて簡潔に記載すること。
記載に関する留意点
※1 地元企業は、高山市内に本社または本店（建設業法に規定する主たる営業所を含む。）を有する企業とする。

本文はA4版・縦1ページまでに収めること。添付資料を付ける場合にはA3版・横2ページまでとする。
＜評価の視点＞
地域経済に貢献するよう、工事内外における地元企業への資材、人材、物品等の発注や工事期間中の周辺地域への配慮がなされた提案となっているか。
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